
大垣市プロポーザル実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、大垣市契約規則（昭和３９年規則第７号。以下「規則」

という。）に定めるもののほか、市が発注する委託業務（以下「業務」とい

う。）に関し、受託候補者を特定しようとするプロポーザル方式の実施につ

いて必要な事項を定める。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

⑴ プロポーザル方式 業務の実施について、一定の条件を満たす提案者か 

ら実施方法、実施体制等の提案を受け、当該提案の審査及び評価を行い、 

当該業務の履行に最も適した受託候補者を特定する方式をいう。 

⑵ 公募型プロポーザル方式 プロポーザル方式のうち、提案者を公募によ 

り募集し、提案資格があると認めた者から提案を受ける方式をいう。 

⑶ 指名型プロポーザル方式 プロポーザル方式のうち、あらかじめ複数の 

提案者を指名により選定し、当該指名者から提案を受ける方式をいう。 

（対象業務） 

第３条 プロポーザル方式の対象となる業務は、次の各号のいずれかに該当す

る業務とする。 

⑴ 高度な創造性、技術力又は専門的な技術若しくは経験を必要とする業務 

⑵ 市において発注仕様を定めることが困難であるなど標準的な業務の実 

施方法が定められていない業務 

（実施方式） 

第４条 プロポーザル方式の実施は、公募型プロポーザル方式によるものとす

る。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、指名型プロポーザル方

式によることができる。  

⑴ 業務の性質又は目的が公募型プロポーザル方式に適さないとき。 

⑵ 公募型プロポーザル方式によることが不利と認められるとき。 

（プロポーザル方式実施の審議） 



第５条 市長は、プロポーザル方式を実施しようとするときは、大垣市業者指

名審査委員会設置要綱（平成１０年告示第３３号）に規定する大垣市業者指

名審査委員会（以下「指名委員会」という。）に、当該業務がプロポーザル

方式の対象業務及び実施方式に適合するか否かを審議させるものとする。 

２ 指名委員会は、前項の規定により、当該業務がプロポーザル方式の対象業

務及び実施方式に適合するものと認めたときは、直ちに次に掲げる事項を審

議し、決定するものとする。 

⑴ 第１４条に規定する評価委員会の委員の選定 

⑵ 実施要領 

⑶ 評価基準、採点が同点の場合の取扱いその他受託候補者の特定に必要な 

事項 

⑷ 公募型プロポーザル方式にあっては公募条件の設定、指名型プロポーザ 

ル方式にあっては提案者の選定 

⑸ その他指名委員会が必要と認める事項 

（提案資格） 

第６条 プロポーザル方式に提案しようとする者は、業務ごとに次に掲げる要

件に該当する者でなければならない。 

⑴ 大垣市業者選定要綱（平成１０年告示第１４４号）第９条に規定する有 

資格業者名簿に登載され、かつ、当該業務に対応するとして定めた種目に 

ついて登録が認められた者であること。 

 ⑵ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立 

てがなされていない者であること。 

 ⑶ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立 

てがなされていない者であること。 

 ⑷ 大垣市入札参加資格停止等の措置要領（平成１１年４月１日制定）の規 

定による入札参加資格停止の期間中でない者であること。 

 ⑸ 大垣市が行う契約及び交付する補助金等からの暴力団排除に関する措 

置要綱（平成２３年１月４日制定）の規定による入札参加資格停止措置の 

期間中でない者であること。 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める要件を満たしている者 



であること。 

（実施の公表） 

第７条 市長は、公募型プロポーザル方式を実施しようとするときは、当該プ

ロポーザル方式の実施ごとに、次に掲げる事項をホームページその他の公表

手段により公表するものとする。 

⑴ 業務名 

⑵ 業務の概要 

⑶ 業務の仕様等 

⑷ 履行期限 

⑸ 提案資格に関する事項 

⑹ 提案手続に関する事項 

⑺ その他市長が必要と認める事項 

（参加表明手続） 

第８条 公募型プロポーザル方式に提案を希望する者は、前条の公表において

指定する日までに、プロポーザル提案意向申請書（第１号様式。以下｢提案

意向申請書｣という。）その他発注する業務ごとに必要となる書類を市長に提

出しなければならない。 

（提案資格の確認） 

第９条 市長は、前条の規定に基づき提案意向申請書を提出した者（以下「提

案意向申出者」という。）について、第６条に規定する提案資格を満たすも

のであるか確認するものとする。 

（提案資格確認の通知及び提案書の提出要請等） 

第１０条 市長は、提案意向申出者に対し、提案資格の確認の結果を、第７条

の公表において指定する日までにプロポーザル提案資格確認結果通知書（第

２号様式）により通知するものとする。 

２ 市長は、提案資格を満たすことが確認できた者に前項の結果を通知すると

きは、併せてプロポーザル関係書類提出要請書（第３号様式。以下「要請書」

という。）により、提案書（第４号様式）の提出を要請するものとする。 

３ 市長は、提案資格を満たすことが確認できなかった者に第１項の結果を通

知するときは、同項の通知に提案資格が認められなかった理由を記載するも



のとする。 

４ 第１項の結果の通知により提案資格が認められなかった旨の通知を受け

た提案意向申出者は、市長に対し、書面により、その理由についての説明を

求めることができるものとする。 

（指名業者の選定） 

第１１条 市長は、指名型プロポーザル方式を実施するときは、当該業務に係

る提案資格を有すると認めた者の中から、指名業者を選定するものとする。 

２ 前項の場合において、市長は、指名業者を３者以上選定しなければならな

い。 

（指名の通知及び提案書の提出要請等） 

第１２条 市長は、前条の規定により指名業者を選定したときは、速やかに当

該指名業者に対し、次に掲げる事項を、プロポーザル提案指名通知書（第５

号様式）により通知するものとする。 

⑴ 業務名 

⑵ 業務の概要 

⑶ 業務の仕様等 

⑷ 業務の履行期限 

⑸ 提案手続に関する事項 

⑹ その他市長が必要と認める事項 

２ 市長は、前項の通知をするときは、併せて要請書により、提案意思確認書

（第６号様式）及び提案の意思があるときは提案書の提出を要請するものと

する。 

３ 指名業者は、要請書において指定する日までに、提案意思確認書を市長に

提出しなければならない。 

（説明会） 

第１３条 提出要請に係る説明会は、開催しない。ただし、業務の性質上、業

者と対面で説明を行わないと適切な提案が行われないおそれがある場合で

あって、業者が一堂に会さない形で個々の業者に説明を行うときを除く。 

（評価委員会の設置） 

第１４条 市長は、プロポーザル方式を実施する業務について、提案の評価を



厳正かつ公平に行うため、評価委員会を設置する。 

２ 評価委員会は、第５条第２項の規定に基づき指名委員会が適当と認めた評

価基準、方法等により、提案を評価するものとする。 

（評価委員会の組織） 

第１５条 評価委員会の委員（以下「評価委員」という。）は、次に掲げる者

の中から指名委員会が選定する５人以上の委員により組織する。 

 ⑴ 部長及びこれに準ずる者並びに課長及びこれに準ずる者（主幹を除 

く。） 

 ⑵ 当該業務に関し優れた識見を有する者 

２ 評価委員会の委員長（以下「評価委員長」という。）は、前項の委員の中

から、指名委員会が選定するものとする。 

３ 評価委員長は、評価委員会を代表し、会務を総括する。 

（評価委員会の会議） 

第１６条 評価委員会は、必要に応じて評価委員長が招集する。 

２ 評価委員会は、評価委員のすべてが出席しなければ開くことができない。

ただし、指名委員会において認めたときは、この限りでない。 

３ 評価委員長が必要と認めるときは、関係者を出席させ、意見又は説明を聴

くことができる。 

４ 評価委員会の会議は、非公開とする。 

 （評価委員会の審査方法） 

第１７条 評価委員会は、提案書及びヒアリングに基づく各提案者の優劣につ

いて、審議しないように努めなければならない。 

２ 評価委員は、提案書及びヒアリングの内容により、独立して提案の優劣を

判定しなければならない。 

３ 評価委員会は、評価委員の採点を集計し、各提案の合計点を算出するもの

とし、評価委員はその採点が合計点に適正に反映されていることを確認しな

ければならない。 

４ 評価委員会は、合計点を算出し、各提案の順位を決定するときは、各評価

委員の判定に基づく採点以外の事由を加えて合計点の修正等を行ってはな

らない。 



５ 評価委員会は、前各項の規定により提案の順位を決定したときは、指名委

員会に対し、提案者の名称、順位、採点の集計結果、評価委員会の記録その

他指名委員会が必要とする事項を、評価結果として報告しなければならない。 

 （守秘義務） 

第１８条 評価委員は、評価委員会の会議において知り得た情報を公表しては

ならない。ただし、市又は評価委員会が公表した情報については、この限り

でない。 

２ 前項の規定は、評価委員会の会議に出席した評価委員以外の者についても

同様とする。 

 （評価委員会の庶務） 

第１９条 評価委員会の庶務は、発注する業務を担当する所属において行う。 

（指名委員会による審査） 

第２０条 指名委員会は、第１７条第５項の評価結果の報告があったときは、

次の事項について審査するものとする。 

⑴ 評価委員の採点が適正に行われたこと。 

⑵ 評価委員会の審議及び採点の集計等が適正に行われたこと。 

⑶ その他指名委員会が必要と認める事項 

２ 指名委員会は、前項の規定に基づく審査により、評価が適正に行われたこ

とを確認したときは、評価委員会が１位として決定したものを受託候補者と

して特定するものとする。 

３ 指名委員会は、第１項の規定に基づく審査により、評価の過程、集計結果

等に疑義があると認めたときは、評価委員会に対し是正のために必要な措置

を求め、又は新たに評価委員会を設置し、改めて提案を評価させることがで

きる。 

（受託候補者の特定) 

第２１条 市長は、前条第２項の規定により受託候補者として特定した者（以

下｢特定者｣という。）及び特定しなかった者（以下「非特定者」という。）に

特定又は特定しなかった旨及び評価結果の順位を結果通知書（第７号様式）

により通知するものとする。 

２ 非特定者は、市長に対し、書面により、特定されなかった理由についての



説明を求めることができるものとする。 

３ 各所属長は、特定者との当該業務に係る契約の締結を契約課に依頼するこ

とができる。 

（提案資格の喪失等） 

第２２条 第９条の規定により提案資格を満たすことが確認された者が、その

確認後において、次の各号のいずれかに該当するときは、当該業務に係る提

案を行うことができないものとし、既に提出された提案書があるときは、こ

れを無効とする。第１１条第１項の規定により選定された指名業者について

も同様とする。 

⑴ 第６条に規定する提案資格を満たさないこととなったとき。 

⑵ 提案書その他提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

２ 前項の場合において、市長は、当該提案者に対し、提案を行うことができ

ない旨を理由を付して通知しなければならない。 

（特定結果の公表） 

第２３条 市長は、プロポーザル方式の実施結果について、ホームページその

他の公表手段により公表するものとする。 

（その他） 

第２４条 この要綱の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。ただし、

評価委員会の運営に関し必要な事項は、評価委員長が評価委員会に諮って定

める。 

 

附 則 

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 



第１号様式（第８条関係） 

 年  月  日  

 

大垣市長  様  

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者職氏名   ㊞ 

 

 

プロポーザル提案意向申請書  

 

年  月  日付けで実施の公表がありました、次のプロポーザル

に参加を希望するため、必要書類を添えて申請します。 

なお、提案資格を有すること及びすべての記載事項が事実と相違ないことを

誓約します。 

 

件名 

 

 

 

 

 

連絡担当者  

所 属： 

氏 名： 

電 話： 

F A X： 



第２号様式（第１０条関係） 

 年  月  日  

 

（ 商号又は名称 ） 

（ 代表者職氏名 ）様 

 

大垣市長         印  

 

プロポーザル提案資格確認結果通知書  

 

 先に申請のあった      に係るプロポーザル提案資格について、次の

とおり確認したので通知します。 

受付番号   

実施の公表日  年  月  日  

業務名称   

提案資格の有無  
資格を有することを認めます。  

次の理由により、資格を有することを認められません。  

（提案資格がないと認めた理由）  

※  上記理由について説明を希望される場合は、  年  月  日までに、

その旨を記載した書面を提出してください。 

 

担当部課  課  

電 話  （内線    ）  



第３号様式（第１０条、第１２条関係） 

 年  月  日  

 

（ 商号又は名称 ） 

（ 代表者職氏名 ）様 

 

大垣市長         印  

 

プロポーザル関係書類提出要請書  

 

次の件について、所定の期日までに次の提出書類を提出していただきたく 

通知します。 

 

 件名 

 （ヒアリングの日時及び場所） 

１ 日時     年  月  日 

２ 場所  

  

 （提出書類） 

１ 提出意思確認書  提出期限  月  日 

ただし公募型プロポーザル方式の場合は不要 

２ 提案書   提出期限  月  日 

３ 質問書（任意様式） 提出期限  月  日 

 

 

 

 

 

 

 



第４号様式（第１０条、第１２条関係） 

 年  月  日  

 

大垣市長  様  

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者職氏名   ㊞ 

 

提案書  

 

 次の件について、提案書を提出します。 

 

 件名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連絡担当者  

所 属： 

氏 名： 

電 話： 

F A X： 

 

 



第５号様式（第１２条関係） 

 年  月  日  

 

（ 商号又は名称 ） 

（ 代表者職氏名 ）様 

 

大垣市長         印  

 

プロポーザル提案指名通知書  

 

次のとおり、プロポーザル方式による提案の指名業者として指名しましたの

で、提案してください。 

 

１ 業務名 

２ 業務の概要 

３ 業務の仕様等 

４ 委託の履行期限 

５ 提案手続に関する事項 

６ その他市長が必要と認める事項 



第６号様式（第１２条関係） 

 年  月  日  

 

大垣市長  様  

 

所 在 地 

商号又は名称 

代表者職氏名   ㊞ 

 

提案意思確認書  

 

 

     期限までに提出します。 

 次の件について、提案書を 

     提出しません。 

  

 件名 

 

 

 

 

 

 

連絡担当者  

所 属： 

氏 名： 

電 話： 

F A X： 



第７号様式（第２１条関係） 

 年  月  日  

（ 商号又は名称 ） 

（ 代表者職氏名 ）様 

 

大垣市長         印  

 

結果通知書  

 

貴社から提案のあった次の件について、審査結果を次のとおり通知します。 

 

 件 名 

審査結果  受託候補者として（特定しました。／特定しませんでした。） 

評価結果の順位 

  第 位（全 社） 

 

※  受託候補者として特定されなかった場合で、特定されなかった理由の 

説明を希望されるときは、  年  月  日までに、その旨を記載  

した書面を提出してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当部課  課  

電 話  （内線    ）  


